
太陽電池における 標準化と産業競争力 

0 小野高安，福田泰千日 ( 経遊 ぉ ) 

1 . はじめに 

この報告では、 この 3 0 年間で急速に 普及し日本 

が世界シェアを 掌握する太陽光発電の 産業競争力と 
標準化の役割について 論じる。 

2 。 太陽光発電マーケット 

日本の太陽光発電導入状況は 2 

一ス で 1 1 3 2 メガワット ( 合計 2 5 9 6 メガフッ 

ト ) となり世界シェアはれ 4% に上る。 また生産量 
は 2 0 0 四年単年度で 6 0 1 メガワット ( 合計 1 1 

9 4 メガワット ) 末 となり世界シェアは 5 0% と圧 

倒的な競争力を 誇る。 日本の生産量の 内約 6 0% ～ 

7 0% は輸出用であ り、 国内向け出荷 高 はやや鈍化 
する傾向にあ り。 環境問題を政策的に 取り組む EU 
諸国への輸出が 拡大する傾向にあ る。 
普及に伴い、 価格は 1 9 7 5 年当時の発電コスト 2 

万円～ 3 万円 / ワット @ こ 対し現在ほ 2 0 

0 円 / ワットまで下げることに 成功している " 
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3 。 太陽光発電の 

暖 化などの環境問 
などの代替エネルギーとして 

その後。 日本では無人 
n 年代から次第に 生産 
石油ショック 以降本格的 
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出典 ㌻Ⅴニュース データより作成 

第一次オイルショック 後、 政府は新 ユ キルギー技 
術に関する「サンシャイン 計画」を 1 9 7 5 年に 、 

省エネルギー 技術に関する「ムーンライト 計画」を 

7 8 年に発足させ、 国民生活と経済活動に 不可 
ヱ ネルギ一の長期的な 安定供給の確保のために。 

新エネルギー 技術の喫緊な 実用化を目指し 研究開発 
を行ってきた。 その後、 ぇ 9 3 年にこれらの 計画 
を総合的な観点から 推進するための「 = ユー ザンシ 

ャイン計画Ⅰを 発足し、 「地球温暖化防止」「地球再 
生計画二等を 軸に産官学の 連携を行ってきた。 

この「ニューザンシヤイン 計画」では各種代替ク 
リーン ェ ネルギ一に対する 目標が設定されたが、 太 

陽光発電に関しては、 2 l Q 年 以降に商用電力 料 
金鉱となるよ う 低コスト 。 高 効率化のための 研究 

こととした " 2 0 1 0 年目標値は設備規模 筏 

メガワット ( 原油換算 i 1 8 万キロリットル ) 
であ るが、 2 0 五年時点で設備規模 4 5 0 メガ ヮ 

ット 。 2 0 0 四年時点で 1 1 3 2 メガワットの 状況 

に鑑みれば、 現行ぺ ー スのままでは 設備規模 2 6 0 

0 メガワットに 留まる可能性があ り。 目標達成に向 
け更なる普及加速が 求められる。 現在までのところ。 
電気事業法の 改正、 系統連係ガイドラインの 制定、 

測定方法に関する J I S の制定、 余剰電力買い 取り 
実現など。 本格普及へ向けた 条件が整備しっ っ あ る。 

4 。 太陽光発電の 仕組み 

太陽光発電は 太陽電池を利用し、 
エネルギーを 直接に電力へと 変換する発電方法で、 

昼間時のみに 発電するが、 ニ 酸化炭素などの 温室 効 
果 ガス排出量削減に 貢献し、 燃料調達が不要。 摩耗 
する可動部分が 無く。 昨今、 調達不足という 状況に 

あ るものの原料シリコンの 埋 量は豊富で。 理論上 

ほ 半永久的に性能を 保持するという 利点があ る。 
構造は比較的単純で、 太陽光を吸収して 発電する 

セル ( 素子 ) を直列に結合し 電圧を上げていく 仕 
み 。 セルは通常シリコンを 薄膜状にしたものが 便 

れる。 シリコンには 単結晶シリコン と 

ンが 代表的であ る。 単結晶は高純度 単 

を 利用するため " 変換効率は高くなるが 生産コスト 
が 高く、 一方多結晶シリコンは 比較的変換効率低劣 
るものの " シリコン半導体素子の 製造過程において 

ほ じかれた素材を 利用できるなど、 コストバランス 

在の主流となっている。 
セルのサイズは 各 メーカ一で様々であ るが概ね 工 5 

で約 1 Ⅴを出力する。 セルを必要検 
数 まとめて樹脂や 強化ガラスに 組み込んだ形態を モ 

、 ジュール ( パネル ) と呼び、 更にモジュールを 複数 

枚 並べたパネル 群をアレイと 呼ぶ " 

太陽光発電された 電流は直流であ るため、 この 電 
流は家庭内。 工場などで利用する 際に交流電源 へ変 
撰 する必要があ る、 また。 現在ほ余剰電流を 各電力 
会社が買 v 、 、 上げる制度が 
パワーコンディショナ 一 

る 。 

これらモジュールからなるアレイとパワーコンディ 

ショナ一で構成されたものが 太陽光発電システム と 

呼ばれている " 
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5 。 普及促進の要素 

太陽光発電を 巡る J I S 標準化は、 将来的な実用 

化 、 本格普及を視野に 1 9 年度より社団法人日 
本 電気工業会で 開始し、 工 3 年以降「独立系大 

陽光発電システム 通則」「太陽光発電システム 運転 特 
性の測定方法」「太陽電池アレイ 出力のオンサイト 測 
定方法典「太陽光発電用パワーコン ヂィ ショナ 一 

率 測定方法」「太陽光発電用鉛蓄電池の 残存容量 

方法」 co5 規格を制定し、 並行してて③ C との整合 
を取りつつ。 安全面、 品質面、 用語など現在までに 
約 2 3 の J I S 規格を制定している。 太陽電池は歴 
史も浅く。 技術革新のスピ - ドが速いため 

及 促進に不可欠な 部分から順次 J I S ィヒし 

あ る。 

太陽光発電システムでは、 住宅用を中心として 電 

力系統と連結させ 余剰電力を電力会社に 貫い取って 

もらう制度を 活用する例が 非常に多い。 この系統 連 
係 システムでは 停電時に太陽光 発 システムから 電 

流 が逆流すると 電力系統システム 営 に支障を莱 す 
可能，陸が有るため。 システムの安全を 担保するため 
に 有事の際に個 持 00 太陽光発電システム 作動が自動 

的に停止する。 軍持運転防止 能 が必要とされて ぃ 

る 。 しかしこのような 分散型 源の大量普及 は 過去 

                      様々な問題点が 指摘さ てきた。 電力会 
社 が逆潮流余剰電力を 買い取る制 

スタートしているが。 その 一 っとして複数台連係時 

の単独運転検出感度の 低下が挙げられている。 
電気事業考からは 系統連係ガイドラインの 中で、 

公衆の安全を 担保するために 複数台連係時にも 

に単独運転を 検出する機能の 具備を要求されて 
財団法人 電気安全環境研究所が 工 9 

分散型発電システム 用系統連携装置 誌 

し 。 太陽光発電システムを 電 系統に連携する 際に 

電気事業者と 行われる事双協 の円チは 7 乙ご 資するた 
あ 、 パワーコンデイショナ @ モ 、 ジュ 一ルに 対する 
第三考認証制度を 運営している。 

また、 社団法人 日本電気工業会では「住宅用太 
陽光発電システムの 複数台連係単独運転試験報告 

書」を提出し。 各 メーカ一のパワーコンデイショナ 
一に対する試験結果を 公表している 
連係システムにおける 単独運転随 - 止 

らも I EC へ 提案中であ る。 

4 年には財団法人 新エネルギー 財団が 

「住宅用太陽光発電導入促進事業」を 発足させ。 太 
陽光発電の自立的な 普及拡大促進に 向け一般住宅へ 

の システム設置費用に 対する補助金制度がスタート 
し 、 普及に大いに 貢献してきた。 通常の - 般住宅で 

必要とされる 3 キロワットの 場合を例に取ると、 制 
度開始初年度 1 9 9 4 年の補助金額は 導入コスト 6 

万円に対し 2 7 0 万円、 制度最終年度 2 0 

2 0 0 万円の導入コストに 対し補助金は 6 

あ り。 普及状況と製品価格 況を見据え都度 " 

助 金算出ロジックが 改定さ た し。 

事業者 法 が改正 
ワット未満 ) の 

備は 一般用電気工作物として 従来の規制要件が 大幅 
に 緩和された。 従来太陽光発電設備 は 自家用電気 工 

作物という扱いで、 設置時に電力会社の 立会と、 特 

殊 発電設備申請が 必要であ が 。 この改正で不要 

となった。 また、 その後 2 4 年に電力会社が 策 

係 ガイドラインが。 電気設備技術基準 

用法 ( 哀 PS 法 ) 

売電力量に応じた 
- 定割合以上 7) 新 エネルギ一発電を 義務付けること 

で、 新ヱ ネルギ一の普及促進を 図ることとなった。 

この義務の履行方法は①自ら 新ヱ % ノ 

発電する②新エネルギーによる 電気 
選択することが 可能で、 
に工 2 2 億敗Ⅵねの 新エ 

の工 ， 3 5%@ こ 

者が設置した 太陽光 発 

掲げ電力会社に よ る 買電 価格 
も 固定させた農政制度を 義務付けており。 システム 

設置の普及促進が 加速しつつあ る。 

太陽光発電システムは。 電力系統と連係すること 
から、 通常製品と比し 遥かに高い安全面、 品質面の 
担保が求められ。 またインフラに 対する法令要求も 

発的普及にともな う シ 

ストダウン効果と、 電力系統への 連 

に要するコストアップ 要因の両側面 
の バランスを取り、 これらの 諸問 を 乗り越えるた 
あ 、 産官一体となった 運営がこれ での産業発展に 
寄与してきたことは 明確であ る。 その中でタイムリ 
一な J I S 規格制定は本章で 述べた各普及制度、 法 

今 に上手 く 対応し。 消 者の信頼度を 高め。 取引を 
円滑にしてきたことが 言える。 

今後、 更なる普及推進に 向け、 系統連係における 
単独運転防止機能の 標準化、 サイジングの 標準化、 
リサイクルの 標準化などが 望まれる。 過去 3 0 年間 

の製品開発過程において、 各メーカー共に 独自のセ 
ル寸法を規定して 商品化した経緯にあ るが、 太陽光 
発電アレイの 寿命は基本的にメンテナンスフ リ 一で 

約 3 0 年は性能を保持すると 言われており、 今まで 
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に一部破損等における 修理用代替品は 自社在庫から 
対応していたが、 今後 は モジュール学位、 セル単位 

で別メーカー 製品が互換を 持つことが産業競争力強 

化に必要であ ろう。 

6. 結び 

燃料不要で無尽蔵 なクリーンエネルギーとして 期 
待の大きい太陽光発電システムであ るが、 生産開始 

年が経過した 今日、 我が国における 普及率、 

ア を見る限り、 日本の産業競争力がかなり 
高いレベルにあ ることが容易に 分かる。 これほこれ 

までの太陽光発電システム 普及の過程で、 「具備して 
おく事項には 何が必要か」、 「 消 者 保護」の観点を 
前提に標準化を 行ってきた事に 尽きる。 太陽光発電 
システム ほ 電力系統との 連係することでインフラ 的 
な特徴を持つが、 基本的に必要最低限の 品質。 安全 
を担保する部分は 非競争領域として J I S 標準化を 
行い、 モジ コール、 パワーコンデイショナ 一などの 

ハードウェア 性能に関する 部分は競争領域として J 

I S 化をせず、 棲み分けを行 う ことで、 各メーカー 
はハードウエアの 性能部分で競争し 差別化に努め 企 

業の競争力強化に 連動した。 標準化け太陽光発電シ 
ステムの健全な 市場の発展を 支える基盤的な 働きを 
し、 補助金や強制法規など 各種普及促進策を 円滑に 
運営するためのべ ー スとして重要な 役割を果たした 

のであ る。 。 
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